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論文の内容の要旨
　本論文は，日本の多国籍企業によるASEAN4カ国，インドネシア，マレーシア，フイリピンとタイヘの直接投
資活動の成果についての研究である。論文は3つの実証研究からなっている。
　第！に，タイヘの日本企業の製造子会社190社の標本をタイ・ミリオンバーツ経営情報データにより取得する
ことにより，多国籍企業の持つ企業固有の優位性と進出形態の選択による海外子会社の収益性への影響を分析し
ている。海外の市場に進出する形態として，国際合弁形態か完全子会社による進出に分類されるが，経営のノウ
ハウ，国際経験や国内経験という変数は子会社の成果に正の効果があり，完全子会社の収益性の方が国際合弁に
比較して，有意差はないがより低くなっている。所有構造についとは，半数所有の合弁形態は他の所有形態の場
合より収益性が高くなっているが，少数所有や多数所有の場合の収益性は完全所有の場合と比較して，あまり異
ならないことが示された。
　第2に，前述と異なり，子会社のトップマネジメントヘのアンケート調査による膨大な年次データベースであ
る東洋経済新報社のデータを利用し，経営成果について順調，損益分岐，欠損という3つの収益状況を含むデー
タを2項及び多項ロジステイック分析を実施している。タイヘの日本の製造子会社105社のデータにより，海外
子会社の成功の主要因は所有技術や経営のノウハウであり，企業固有の優位性と進出形態の適合性は成果には有
意な影響がないことも指摘されている。さらに，日本の親会社が比較的高い企業固有の優位性がある場合は，完
全所有子会社の方が国際合弁に比較してより高い成果も示していることも分析された。
　第3に，多国籍企業の海外子会社への出資状況の安定性に与える要因の分析，特に，進出形態戦略ρインパク
トを中心に調べている。進出戦略を，従来のように単に子会社の所有割合だけではなく，本稿では日本における
親会社問のネットワークという新しい変数を導入することにより，海外子会社を新しく以下のように6分類して
いる。それは，1）「本国1親会社」による海外完全子会社，2）関連のある「本国2親会社」による国際合弁，
3）関連のない「本国2親会社」による国際合弁，4）「本国1親会社」の国際合弁，5）関連のある「本国2親
会社」による国際合弁，6）関連のない「本国2親会社」による国際合弁である。
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　この第3の実証研究は，ASEAN4カ国，インドネシア，マレーシア，フイリピン，タイにおける日本の製造子
会社の東洋経済新報社データによって，1986年から1994年までの827社について実施されている。その結果，合
弁は一般的に安定性が低いが，国内のネットワークのある親会社による海外子会社は完全子会社であれ，合弁会
社であれ安定性が高く，親会社と子会杜の製晶の関連性，親会社と子会社の規模が大きいほど，安定性が高いこ
とが指摘されている。
審査の結果の要旨
　企業固有の優位性の尺度には企業規模があるが，この規模は海外子会社の収益性には関連しないことが第3，4
章で指摘され，親会社の企業規模は子会社の安定性や生存を高める効果があることは第5章で分析されている。こ
のことは，企業の海外直接投資行動の理論としてたいへん意義のある研究といえる。
　また，株式の所有に基づく子会社の分類と収益性についての分析は従来からのものと同様であるが，第5章で
親会社聞の関連性に注目して新分類を作り出して標本を拡大して分析しているのは，きわめて新しい方法であり
注目に値する。なお，日本という本国での親会社間の関係は日本のデータベースで取得できるが，日本の親会社
と現地での親会社との関係については，データの取得が困難であり今後の課題であろう。
　さらに，3つの主たる分析のうち最初の2分析はタイ国に限定されており，3つ目の分析では，ネットワーク
による新分類でASEAN4か国の分析をしている。しかし，最初の企業固有の優位性，進出形態と成果の関係はタ
イ以外の他のASEAN3カ国ではどうなっているのかの分析も興味が持てるものである。今後の研究に期待したい。
　本論文は全体として，理論的に妥当性の高い仮説について，入手できる十分なデータと適切な分析方法により，
手堅く実証しており，この分野の発展に貢献しているので高く評価できる。また，本論文は既に国内の学会編集
の査読付き学術誌に掲載された論文である第3章，海外の査読付き学術誌に掲載された論文である第4章，国際
学会の査読付きプロシーディング収録の第5章を中核としており，その学術水準は国際的にも評価されている。
　以上の点から，本研究は当研究科における博士論文として十分に評価できるものである。
　よって，著者は博士（経営工学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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